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�愛媛県告示第２号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第４９条の規定により

、医療機関を次のように指定した。

平成１８年１月１０日

愛媛県知事 加 戸 守 行
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�愛媛県告示第３号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第４９条の規定により

指定した医療機関を次のように廃止した旨の届出があった。

平成１８年１月１０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１号
次のとおり随意契約の相手方を決定した。

平成１８年１月１０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

発 行 愛 媛 県

印 刷 岡田印刷株式会社
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この県報に掲載される入札告示、落札者等の告示

及び入札公告は、ＷＴＯに基づく政府調達に関する

協定の適用を受けるものである。

医療機関の名称
開設者の氏名
又 は 名 称

所 在 地
廃 止
年 月 日

中 浦 診 療 所 水 野 伸 二 南宇和郡愛南町中浦１５
５５番地

平成１７年
１１月１日

随意契約に係る特定役務
の名称及び数量

契約に関する事務を
担当する機関の名称
及び所在地

随意契約の相手方
を決定した日

随意契約の相手方の氏
名及び住所

随意契約に係る
契約金額 随意契約にした理由

平成１７年度複数市町村共
同アウトソーシングシス
テム開発実証事業

愛媛県企画情報部管
理局情報政策課
愛媛県松山市一番町
四丁目４番地２

平成１７年１１月２２日
株式会社日立製作所四
国支社
香川県高松市中央町５
番３１号

９７，６５０，０００円
政府調達に関する協定（平成７年
１２月８日号外条約第２３号）第１５条
１（ｂ）

医療機関の名称
開設者の氏名
又 は 名 称

所 在 地
指 定
年 月 日

たんぽぽ薬局宇
和島店

たんぽぽ薬局株
式会社

宇和島市丸之内二丁目
１－５

平成１７年
１１月１日

毎週（火・金）曜日発行 第１７２４号 平成１８年１月１０日

平成１８年１月１０日火曜日 第１７２４号

愛 媛 県 報
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�愛媛県告示第４号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第１項の規定により、介護機関（居宅介護事業者）を次のように指定した

。

平成１８年１月１０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第５号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第１項の規定により、介護機関（居宅介護支援事業者）を次のように指定

した。

平成１８年１月１０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第６号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第１項の規定により指定した介護機関（居宅介護事業者）の居宅介護事業

を行う事業所の名称が次のように変更された。

平成１８年１月１０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第７号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第１項の規定により指定した介護機関（居宅介護事業者）の居宅介護事業

今治プリポート
薬局

株式会社
プ リ ポ ー ト

今治市石井町四丁目７
番地２０号

平成１７年
１１月１日

宇和島プリポー
ト薬局

株式会社
プ リ ポ ー ト

宇和島市御殿町４番１９
号

平成１７年
１１月１日

たんぽぽ薬局宇
和島店

西日本たんぽぽ
薬局株式会社

宇和島市丸之内二丁目
１－５

平成１７年
１１月１日

今井外科・内科 今 井 陽 三 西条市丹原町今井１５５ 平成１６年
３月２６日

介 護 機 関 （ 居 宅
介 護 事 業 者 ） の
名 称

主 た る 事 務 所 の

所 在 地

居 宅 介 護 事 業 を 行 う 事 業 所
指 定 年 月 日

名 称 所 在 地

有限責任中間法人のりか 新居浜市萩生字河ノ北１３１
番８０ 街かどケアホームのりか 新居浜市萩生字河ノ北１３１

番８０ 平成１７年１１月１８日

渡 邉 英 次 伊予市米湊１４７７番１ 米湊わたなべクリニック 伊予市米湊１４７７番１ 平成１７年１１月１日

有限会社山起会ライフサプ
ライ

松山市東石井三丁目３番５
号

デイサービスセンターケア
フル伊予 伊予市市場甲１０２１番地３ 平成１７年１１月１１日

有限会社まごの手 四国中央市川之江町４１０５番
地２１ まごの手 四国中央市川之江町４１０５番

地２１ 平成１７年１１月２５日

介 護 機 関 （ 居 宅
介 護 支 援 事 業 者 ）
の 名 称

主 た る 事 務 所 の

所 在 地

居 宅 介 護 支 援 事 業 を 行 う 事 業 所
指 定 年 月 日

名 称 所 在 地

株式会社コムスン 東京都港区六本木六丁目１０
番１号

株式会社コムスン今治天保
山ケアセンター

今治市天保山町３－１－３
今治ポートビル１Ｆ右号 平成１７年１０月２７日

有限会社まごの手 四国中央市川之江町４１０５番
地２１ まごの手 四国中央市川之江町４１０５番

地２１ 平成１７年１１月２５日

介 護 機 関 （ 居 宅
介 護 事 業 者 ） の
名 称

主 た る 事 務 所 の

所 在 地

居 宅 介 護 事 業 を 行 う 事 業 所
変 更 年 月 日

名 称 所 在 地

有限会社おきた建築 松山市東方町８５２

（変更後）
グループホームおきた

伊予郡砥部町原町３７０－１ 平成１５年７月１日
（変更前）
グループホーム子羊の家

愛 媛 県 報平成１８年１月１０日 第１７２４号
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を行う事業所の名称及び居宅介護事業を行う事業所の所在地が次のように変更された。

平成１８年１月１０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第８号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第１項の規定により指定した介護機関（居宅介護事業者）の居宅介護事業

を行う事業所の所在地が次のように変更された。

平成１８年１月１０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第９号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第１項の規定により指定した介護機関（居宅介護事業者）から、居宅介護

事業を次のように廃止した旨の届け出があった。

平成１８年１月１０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

介 護 機 関 （ 居 宅
介 護 事 業 者 ） の
名 称

主 た る 事 務 所 の

所 在 地

居 宅 介 護 事 業 を 行 う 事 業 所
変 更 年 月 日

名 称 所 在 地

医療法人青峰会 八幡浜市五反田１－１０４６－
１

（変更後）
チヨダデイサービス

（変更後）
八幡浜市川通り１４５５番地２２

平成１７年１０月１日
（変更前）
ウェル五反田デイサービス

（変更前）
八幡浜市五反田１番耕地１０
６番地

介 護 機 関 （ 居 宅
介 護 事 業 者 ）
の 名 称

主 た る 事 務 所 の

所 在 地

居 宅 介 護 事 業 を 行 う 事 業 所
変 更 年 月 日

名 称 所 在 地

有限会社介護センター津島 宇和島市津島町北灘乙２０４１ 介護センター津島指定訪問
介護事業所

（変更後）
宇和島市津島町高田甲２９３０
－１

平成１７年１０月１１日
（変更前）
宇和島市津島町近家甲１６２３
番地

介 護 機 関 （ 居 宅
介 護 事 業 者 ） の
名 称

主 た る 事 務 所 の

所 在 地

廃 止 に 係 る 居 宅 介 護 事 業 を 行 う 事 業 所
廃 止 年 月 日

名 称 所 在 地

社会福祉法人久万高原町社
会福祉協議会

上浮穴郡久万高原町久万４５
番地２

久万高原町社会福祉協議会
指定訪問介護事業所おもご

上浮穴郡久万高原町渋草２３
１０番地 平成１７年３月３１日

大 西 洋 行 四国中央市下柏町４３４番地
１ 大西泌尿器科クリニック 四国中央市下柏町４３４番地

１ 平成１３年１１月３０日

森 実 隆 文 四国中央市三島中央五丁目
８番７１号 モリザネ薬局 四国中央市三島中央五丁目

８番７１号 平成１３年９月３０日

有限会社河井薬局 四国中央市金生町下分８０２
番地の５ 有限会社河井薬局 四国中央市金生町下分８０２

番地の５ 平成１０年９月８日

井 上 徹 四国中央市中央２－１２－１２ 三島進藤医院 四国中央市中央２－１２－１２ 平成１２年１１月１０日

大 谷 一 馬 四国中央市中之庄町宮の北
４００－１ おおたに皮フ科 四国中央市中之庄町宮の北

４００－１ 平成１３年６月１日

有限会社篠原薬局 四国中央市上分町５４７－１ 有限会社篠原薬局 四国中央市上分町５４７－１ 平成１３年４月１日

医療法人康仁会 四国中央市三島金子二丁目
７番２２号 訪問入浴介護事業所百の里 四国中央市中曽根町９９４番

地 平成１３年４月１日

医療法人康仁会 四国中央市三島金子２－７
－２２ 訪問介護事業所百の里 四国中央市中曽根町９９４ 平成１６年９月３０日

愛 媛 県 報平成１８年１月１０日 第１７２４号
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�愛媛県告示第１０号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第１項の規定により指定した介護機関（居宅介護支援事業者）の居宅介護

支援事業を行う事業所の名称が次のように変更された。

平成１８年１月１０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１１号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第１項の規定により指定した介護機関（居宅介護支援事業者）の居宅介護

支援事業を行う事業所の所在地が次のように変更された。

平成１８年１月１０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１２号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第４１条第１項本文の規定により、次のとおり指定居宅サービス事業者を指定した。

平成１８年１月１０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

保 田 國 雄 上浮穴郡久万高原町上黒岩
２９２４ 美川村歯科診療所 上浮穴郡久万高原町上黒岩

２９２４ 平成１４年３月３１日

有限会社介護支援サービス
しろもと

上浮穴郡久万高原町久万１８
１番地２ ヘルパーセンターしろもと 上浮穴郡久万高原町久万１８

１番地２ 平成１６年９月３０日

社会福祉法人八幡浜市社会
福祉協議会

八幡浜市大字松柏乙１１０１番
地

社会福祉法人八幡浜市社会
福祉協議会湯島の里

八幡浜市大字五反田１番耕
地８０６番地 平成１７年３月２７日

介 護 機 関 （ 居 宅
介 護 支 援 事 業 者 ）
の 名 称

主 た る 事 務 所 の

所 在 地

居 宅 介 護 支 援 事 業 を 行 う 事 業 所
変 更 年 月 日

名 称 所 在 地

有限会社介護支援サービス
しろもと

上浮穴郡久万高原町久万１８
１－２

（変更後）
指定居宅介護支援事業所し
ろもと 上浮穴郡久万高原町久万１８

１－２ 平成１７年８月１日
（変更前）
有限会社介護支援サービス
しろもと

社会福祉法人福寿会 四国中央市川之江町長須７１
３

（変更後）
居宅介護支援事業所かわの
え 四国中央市川之江町長須７１

３ 平成１６年４月１日
（変更前）
川之江市北在宅介護支援セ
ンター

医療法人誓生会 四国中央市土居町入野９８１

（変更後）
四国中央市在宅介護支援セ
ンターちかい 四国中央市土居町土居２２２７

番地３２ 平成１６年４月１日
（変更前）
土居町在宅介護支援センタ
ーちかい

介 護 機 関 （ 居 宅
介 護 支 援 事 業 者 ） の
名 称

主 た る 事 務 所 の

所 在 地

居 宅 介 護 支 援 事 業 を 行 う 事 業 所
変 更 年 月 日

名 称 所 在 地

有限会社介護センター津島 宇和島市津島町北灘乙２０４１ 介護センター津島指定居宅
介護支援事業所

（変更後）
宇和島市津島町高田甲２９３０
－１

平成１７年１０月１１日
（変更前）
宇和島市津島町近家甲１６２３
番地

介 護 保 険
事業者番号

指定居宅サービス
事業者の開設者の
名 称 又 は 氏 名

開 設 者 の 主 た る
事 務 所 の 所 在 地
又 は 住 所

サービスの種類
指 定 居 宅 サ ー ビ ス 事 業 所

指定年月日
名 称 所 在 地

３８７０１０５３０５ 株式会社アトム商事 愛媛県松山市天山二丁
目５番５号 福祉用具貸与 株式会社アトム商事 愛媛県松山市天山二丁

目５番５号 平成１７年１１月１日

３８７０１０５３５４ 松山医療生活協同組合 愛媛県松山市立花五丁
目１番５３号

認知症対応型共
同生活介護

グループホームなない
ろ

愛媛県松山市立花二丁
目２番１５号 平成１７年１１月１日

３８７０１０５３６２ 有限会社介護サービス
せとか

愛媛県松山市美沢二丁
目７番５２号 訪問介護 介護サービスせとか 愛媛県松山市美沢二丁

目７番５２号 平成１７年１１月１日

愛 媛 県 報平成１８年１月１０日 第１７２４号
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�愛媛県告示第１３号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第４６条第１項の規定により、次のとおり指定居宅介護支援事業者を指定した。

平成１８年１月１０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１４号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第７５条の規定により、指定居宅サービス事業者から、次のとおり指定居宅サービス事

業所の名称を変更した旨の届出があった。

平成１８年１月１０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

３８７０１０５３７０ 松山医療生活協同組合 愛媛県松山市立花五丁
目１番５３号 通所介護 デイサービスなないろ 愛媛県松山市立花二丁

目２番１５号 平成１７年１１月１日

３８７０１０５３９６ 有限会社トータルケア
果の実

愛媛県松山市西垣生町
５７５番地６

認知症対応型共
同生活介護

グループホームこころ
今出

愛媛県松山市西垣生町
１６０７番地１ 平成１７年１１月１日

３８７０１０５４０４ 日本ケアシステム株式
会社

愛媛県松山市二番町一
丁目５番地７

特定施設入所者
生活介護

シニアハウス「よろこ
び」

愛媛県松山市堀江町甲
２０８２－１ 平成１７年１１月１日

３８７０２０１２２９ 社会福祉法人陽成会 愛媛県今治市朝倉下乙
１０２番２ 通所介護 デイサービスリーフガ

ーデンあさくら
愛媛県今治市朝倉下乙
１０２番２ 平成１７年１１月１日

３８７３９００７６９ 有限会社ケアサポート
いずみ

愛媛県北宇和郡鬼北町
永野市９７番地１

認知症対応型共
同生活介護 グループホームいずみ 愛媛県北宇和郡鬼北町

永野市９８番地１ 平成１７年１１月１日

３８７１４００２５９ 有限会社和家 愛媛県西予市宇和町れ
んげ１９６５番地２７

認知症対応型共
同生活介護 グループホーム蘭 愛媛県西予市宇和町河

内１６６－１ 平成１７年１１月４日

３８７０５０１５７８ 有限責任中間法人のり
か

愛媛県新居浜市萩生字
河ノ北１３１番８０

認知症対応型共
同生活介護

街かどケアホームのり
か

愛媛県新居浜市萩生字
河ノ北１３１番８０ 平成１７年１１月９日

３８７１０００４５５ 有限会社山起会ライフ
サプライ

愛媛県松山市東石井三
丁目３番５号 通所介護 デイサービスセンター

ケアフル伊予
愛媛県伊予市市場甲１０
２１番地３ 平成１７年１１月１１日

３８７０４００１４４ 株式会社コムスン 東京都港区六本木六丁
目１０番１号 訪問入浴介護 株式会社コムスン八幡

浜ケアセンター
愛媛県八幡浜市産業通
４番１６号 平成１７年１１月１５日

３８７０６００８７５ 有限会社リベット 愛媛県西条市小松町南
川甲２３６番地１ 通所介護 デイサービスセンター

池さん
愛媛県西条市小松町南
川甲２３６番地５ 平成１７年１１月１５日

３８７０１０５４１２ 有限会社テイーエムコ
ーポレーション

愛媛県松山市北斎院町
１０７２番地１ 通所介護 デイホームすみれきた

さや
愛媛県松山市北斎院町
１０１７－４ 平成１７年１１月２４日

３８７０２０１２３７ 社会福祉法人成寿会 広島県呉市広町白石免
田１３０１０番地

認知症対応型共
同生活介護 グループホーム関前 愛媛県今治市関前岡村

甲２５７４－３ 平成１７年１１月２４日

３８７０３００８５６
株式会社アコンプリシ
ー
代表取締役 末廣昌典

愛媛県松山市久万ノ台
１７６番地３

特定施設入所者
生活介護

介護付有料老人ホーム
笑歩会

愛媛県宇和島市保田甲
９８１－１番地 平成１７年１１月２９日

３８７４０００５５１ 有限会社愛南福祉サー
ビス

愛媛県南宇和郡愛南町
城辺甲１９７０ 福祉用具貸与 有限会社愛南福祉サー

ビス
愛媛県南宇和郡愛南町
城辺甲１９７０ 平成１７年１１月２９日

介 護 保 険
事業者番号

指定居宅介護支援
事業者の開設者の
名 称 又 は 氏 名

開 設 者 の 主 た る
事 務 所 の 所 在 地
又 は 住 所

サービスの種類
指 定 居 宅 介 護 支 援 事 業 所

指定年月日
名 称 所 在 地

３８７０１０５１６４ 株式会社ツクイ
神奈川県横浜市港南区
上大岡西一丁目６番１
号ゆめおおおかオフィ
スタワー１６階

居宅介護支援 ツクイ松山土居田 愛媛県松山市土居田町
１１７－３ 平成１７年１１月８日

介 護 保 険
事業者番号

指定居宅サービス
事業者の開設者の
名 称 又 は 氏 名

開 設 者 の 主 た る
事 務 所 の 所 在 地
又 は 住 所

サービス
の 種 類

指 定 居 宅 サ ー ビ ス 事 業 所
届 出
年 月 日名 称

所 在 地
変 更 前 変 更 後

３８７３９００２０７ 宇和島地区広域事務組
合 愛媛県宇和島市曙町１ 短期入所

生活介護
宇和島地区広域事
務組合短期保護施
設美沼荘

老人短期入所施設
美沼荘

愛媛県宇和島市三間
町宮野下１２９

平成１７年
１０月１日

３８７３９００２１５ 宇和島地区広域事務組
合 愛媛県宇和島市曙町１ 短期入所

生活介護
宇和島地区広域事
務組合短期保護施
設古城園

老人短期入所施設
古城園

愛媛県北宇和郡松野
町豊岡４５９８－１

平成１７年
１０月１日

３８７３９００２３１ 宇和島地区広域事務組
合 愛媛県宇和島市曙町１ 通所介護

宇和島地区広域事
務組合デイサービ
ス施設古城園

デイサービス施設
古城園

愛媛県北宇和郡松野
町豊岡４５９８－１

平成１７年
１０月１日

３８７３９００２５６ 宇和島地区広域事務組
合 愛媛県宇和島市曙町１ 通所介護

宇和島地区広域事
務組合デイサービ
ス施設美沼荘

デイサービス施設
美沼荘

愛媛県宇和島市三間
町宮野下１２９

平成１７年
１０月１日

愛 媛 県 報平成１８年１月１０日 第１７２４号
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�愛媛県告示第１５号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第７５条の規定により、指定居宅サービス事業者から、次のとおり指定居宅サービス事

業所の所在地を変更した旨の届出があった。

平成１８年１月１０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１６号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第７５条の規定により、指定居宅サービス事業者から、次のとおり指定居宅サービス事

業を廃止した旨の届出があった。

平成１８年１月１０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１７号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第８２条の規定により、指定居宅介護支援事業者から、次のとおり指定居宅介護支援事

業所の所在地を変更した旨の届出があった。

平成１８年１月１０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１８号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第１１３条の規定により、次のとおり指定介護療養型医療施設の指定の辞退があった。

平成１８年１月１０日

３８７４０００１９７ 宇和島地区広域事務組
合 愛媛県宇和島市曙町１ 短期入所

生活介護
宇和島地区広域事
務組合短期保護施
設一本松荘

老人短期入所施設
一本松荘

愛媛県南宇和郡愛南
町中川１４３８－１

平成１７年
１０月１日

３８７４０００２０５ 宇和島地区広域事務組
合 愛媛県宇和島市曙町１ 短期入所

生活介護
宇和島地区広域事
務組合短期保護施
設城辺みしま荘

老人短期入所施設
城辺みしま荘

愛媛県南宇和郡愛南
町城辺乙５６１

平成１７年
１０月１日

３８７４０００２３９ 宇和島地区広域事務組
合 愛媛県宇和島市曙町１ 通所介護

宇和島地区広域事
務組合デイサービ
ス施設一本松荘

デイサービス施設
一本松荘

愛媛県南宇和郡愛南
町中川１４３８－１

平成１７年
１０月１日

３８７４０００２４７ 宇和島地区広域事務組
合 愛媛県宇和島市曙町１ 通所介護

宇和島地区広域事
務組合デイサービ
ス施設城辺みしま
荘

デイサービス施設
城辺みしま荘

愛媛県南宇和郡愛南
町城辺乙５６１

平成１７年
１０月１日

介 護 保 険
事業者番号

指定居宅サービス
事業者の開設者の
名 称 又 は 氏 名

開 設 者 の 主 た る
事 務 所 の 所 在 地
又 は 住 所

サービス
の 種 類

指 定 居 宅 サ ー ビ ス 事 業 所
届 出
年 月 日名 称

所 在 地
変 更 前 変 更 後

３８７１３００２１０ 有限会社シンシア 愛媛県四国中央市金生
町山田井４番地１ 訪問介護 訪問介護事業所シン

シア
愛媛県四国中央市
金生町山田井４番
地１

愛媛県四国中央市
川之江町３２１７－１
向陽ハイツ１階Ｂ
号

平成１７年
１１月１５日

介 護 保 険
事業者番号

指定居宅サービス
事業者の開設者の
名 称 又 は 氏 名

開 設 者 の 主 た る
事 務 所 の 所 在 地
又 は 住 所

サービスの種類
廃止に係る指定居宅サービス事業所

届出年月日
名 称 所 在 地

３８１０５２８１８６ 財団法人積善会 愛媛県新居浜市北新町
１－５

通所リハビリテ
ーション

財団法人積善会附属十
全総合病院

愛媛県新居浜市北新町
１－５ 平成１７年９月３０日

３８７３５００２１３ 社会福祉法人双海夕な
ぎ会

愛媛県伊予市双海町上
灘５２６９－１ 訪問入浴介護 指定訪問入浴介護事業

所双海夕なぎ荘
愛媛県伊予市双海町串
甲３６７０－１６ 平成１７年１０月３１日

３８７０１０４９５１ 株式会社ピーエスエス 愛媛県松山市末広町１６
番地７ 訪問介護 訪問介護事業所かすが 愛媛県松山市末広町１６

番地７ 平成１７年１１月１１日

３８１４０１００７４ 医療法人西本病院 愛媛県南宇和郡愛南町
御荘平城４２８９－１

通所リハビリテ
ーション 西本病院 愛媛県南宇和郡愛南町

御荘平城４２８９－１ 平成１７年１１月１５日

介 護 保 険
事業者番号

指定居宅介護支援
事業者の開設者の
名 称 又 は 氏 名

開 設 者 の 主 た る
事 務 所 の 所 在 地
又 は 住 所

サービス
の 種 類

指 定 居 宅 介 護 支 援 事 業 所
届 出
年 月 日名 称

所 在 地
変 更 前 変 更 後

３８７１３００２０２ 有限会社シンシア 愛媛県四国中央市金生
町山田井４番地１

居宅介護
支援

居宅介護支援事業所
シンシア

愛媛県四国中央市
金生町山田井４番
地１

愛媛県四国中央市
川之江町３２１７－１
向陽ハイツ１階Ｂ
号

平成１７年
１１月１５日

愛 媛 県 報平成１８年１月１０日 第１７２４号
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�愛媛県告示第２０号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１６項の規定

により、丹原町土地改良区から次のとおり役員が就任した旨

の届出があった。

平成１８年１月１０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

就 任

�������
�愛媛県告示第２１号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第４８条第１項の規定

により、新居浜市岸之下土地改良区から認可申請のあった新

たな土地改良事業（県単独補助土地改良事業（かんがい排水

）・磯地地区）の施行を平成１７年１２月１５日認可した。

平成１８年１月１０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第２２号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第９６条の２第１項の

規定により、松前町から協議のあった町営土地改良事業（県

単独補助土地改良事業（かんがい排水）・北黒田地区）の施

行に平成１７年１２月１９日同意した。

平成１８年１月１０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第２３号
農業経営基盤強化促進法（昭和５５年法律第６５号。以下「法

」という。）第８条第１項の規定により、農地保有合理化事

業の実施に関する規程の変更を次のとおり承認した。

平成１８年１月１０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１９号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）第６条第１項の規定による届出があったので、同条第

３項において準用する法第５条第３項の規定に基づき、次のとおり告示する。

当該届出は、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び今治地方局産業経済部商工労政課並びに今治市役所において告示

の日から４月間縦覧に供する。

平成１８年１月１０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 変更の届出の概要

大規模小売店舗の名称 大規模小売店舗の所
在地 変更した事項 変 更 前 変 更 後 変 更 の

年 月 日
届 出
年 月 日

Ａコープいまばり愛彩 今治市別宮町九丁目
１－５３他

大規模小売店舗を設置する
者の代表者の氏名

代表理事理事長
田林 聰

代表理事理事長
関水賢司

平成１７年
７月２９日

平成１７年
１２月１２日

２ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有

する者は、告示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び今治地方局産業

経済部商工労政課並びに今治市役所において告示の日から１月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

介 護 保 険
事業者番号

指 定 介 護 療 養 型
医療施設の開設者の
名 称 又 は 氏 名

開 設 者 の 主 た る
事 務 所 の 所 在 地
又 は 住 所

サービスの種類
辞退に係る指定介護療養型医療施設

届出年月日
名 称 所 在 地

３８１０１１０２１７ 医療法人社団戸梶内科
医院

愛媛県松山市味酒町１
－４－１２

介護療養型医療
施設 戸梶内科医院 愛媛県松山市味酒町１

－４－１２ 平成１７年１１月１日

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 黒 川 道 雄 西条市丹原町北田野１１４６番地２

〃 佐 伯 謙之輔 西条市丹原町北田野７１７番地

変更の承認を受けた農
地保有合理化法人の名
称

変更の承認に係る農地
保有合理化事業の種類 承認年月日

西条市農業協同組合 法第４条第２項第１号
に掲げる事業 平成１７年１２月２６日

愛 媛 県 報平成１８年１月１０日 第１７２４号
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�愛媛県告示第２４号
森林法（昭和２６年法律第２４９号）第５条第１項の規定に基

づき、平成１７年１２月２７日、今治松山地域森林計画を立てた。

今治松山地域森林計画に係る地域森林計画書及び森林計画

図は、今治地方局産業経済部森林林業課、松山地方局産業経

済部森林林業課において公衆の縦覧に供する。

平成１８年１月１０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第２５号
森林法（昭和２６年法律第２４９号）第５条第４項の規定に基

づき、平成１７年１２月２７日、南予地域森林計画を変更した。

南予地域森林計画の変更に係る地域森林計画書及び森林計

画図は、宇和島地方局産業経済部森林林業課において公衆の

縦覧に供する。

平成１８年１月１０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第２６号
森林法（昭和２６年法律第２４９号）第５条第４項の規定に基

づき、平成１７年１２月２７日、肱川地域森林計画を変更した。

肱川地域森林計画の変更に係る地域森林計画書及び森林計

画図は、八幡浜地方局産業経済部森林林業課において公衆の

縦覧に供する。

平成１８年１月１０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第２７号
森林法（昭和２６年法律第２４９号）第５条第４項の規定に基

づき、平成１７年１２月２７日、中予山岳地域森林計画を変更した

。

中予山岳地域森林計画の変更に係る地域森林計画書及び森

林計画図は、松山地方局産業経済部久万高原森林林業課にお

いて公衆の縦覧に供する。

平成１８年１月１０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第２８号
森林法（昭和２６年法律第２４９号）第５条第４項の規定に基

づき、平成１７年１２月２７日、東予地域森林計画を変更した。

東予地域森林計画の変更に係る地域森林計画書及び森林計

画図は、西条地方局産業経済部森林林業課において公衆の縦

覧に供する。

平成１８年１月１０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第２９号
次の保安林を解除予定保安林にする旨の通知を受けたから

、森林法（昭和２６年法律第２４９号）第３０条の規定により告示

する。

平成１８年１月１０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 解除予定保安林の所在場所

喜多郡内子町五百木２８５１の４、２８５１の５、２８５５の３、２８

５６の２、２８５８の２、２８５９の３、大瀬中央４８９３の３、４８９４の

３、４９００の２

２ 保安林として指定された目的

水源のかん養

３ 解除の理由

農道用地とするため

�������
�愛媛県告示第３０号
次の保安林を解除予定保安林にしたから、森林法（昭和２６

年法律第２４９号）第３０条の２第１項の規定により告示する。

平成１８年１月１０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 解除予定保安林の所在場所

四国中央市土居町浦山乙１７６の１２

２ 保安林として指定された目的

土砂の流出の防備

３ 解除の理由

道路用地とするため

�������
�愛媛県告示第３１号
卸売市場法（昭和４６年法律第３５号）第６条第１項の規定に

基づき、次のとおり愛媛県卸売市場整備計画を定めた。

愛媛県卸売市場整備計画書は、愛媛県庁及び各地方局に備

え置いて一般の縦覧に供する。

平成１８年１月１０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 目標年度 平成２２年度

２ 卸売市場の適正な配置の方針

� 品目別流通圏の設定

ア 青果物及び花きの流通圏

流通圏 流 通 圏 の 区 域

県下全域 県 下 全 市 町

イ 水産物流通圏

流通圏 流 通 圏 の 区 域

県下全域 県 下 全 市 町

ウ 食肉流通圏

流通圏 流 通 圏 の 区 域

県下全域 県 下 全 市 町

愛 媛 県 報平成１８年１月１０日 第１７２４号
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� 卸売市場配置計画

ア 青果物及び花き

流通圏 配置位置
当 該 流 通 圏 既 存 市 場 整 備 方 針 卸売市場

整備地区
の 指 定

備 考
市町名 卸 売 市 場 名 区 分 卸売市場の

整 備 計 画 区 分 取扱品目
整備予定年度

前期 後期 目標以降

県

下

全

域

１．川之江青果協同組合地方卸売市場 民
１～３を
統 合

青果物
花 き

四国中央市 四国中央市 ２．伊予三島中央青果株式会社地方卸売市場 民 民
３．うま農業協同組合土居町青果市場 小規模

１～３と
連 携

民
中 核
地域拠点

青果物
花 き

西 条 市 西 条 市 ４．地方卸売市場愛媛青果 民

今 治 市 今 治 市
５．今治市公設地方卸売市場 公 ５～６を

統 合
公

青果物
花 き６．菊間青果市場 小規模

松 山 市 松 山 市 ７．松山市中央卸売市場中央市場 中 存 置 中
青果物
花 き

伊 予 市
松 山 市 ８．伊予青果海産協同組合地方卸売市場 民 ８～９を

統 合
民

青果物
花 き伊 予 市 ９．伊予連合農協青果地方卸売市場 民 花 き

大 洲 市
大 洲 市 １０．地方卸売市場愛媛たいき農業協同組合青果市場 民 １０～１１を

統 合
民 青果物

内 子 町 １１．有限会社内子青果地方卸売市場 民

八 幡 浜 市
１２．地方卸売市場株式会社八幡浜青果市場 民

１２～１４を
統 合

八 幡 浜 市 １３．地方卸売市場株式会社丸八農協青果市場 民 民 青果物
西 予 市 １４．卯之町青果市場 小規模

１５．丸協宇和島青果販連地方卸売市場 民
１５～１７を
統 合

青果物
花 き

宇 和 島 市 宇 和 島 市 １６．地方卸売市場株式会社宇和島青果市場 民 民
１７．えひめ南農業協同組合津島青果市場 小規模

愛 南 町 愛 南 町 １８．愛南町地方卸売市場 民 存 置 民 青果物

愛
媛

県
報
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イ 水産物

流通圏 配置位置
当 該 流 通 圏 既 存 市 場 整 備 方 針 卸売市場

整備地区
の 指 定

備 考
市町名 市 場 名 区 分 卸売市場の

整 備 計 画
区 分 取扱品目

整備予定年度
前期 後期 目標以降

１．川之江水産物地方卸売市場（産） 民

県

下

全

域

四国中央市
２．三島漁業協同組合地方卸売市場 民
３．寒川漁業協同組合地方卸売市場（産） 民

新 居 浜 市
又は

西 条 市

４．土居町漁業協同組合魚市場 小規模
５．新居浜市大島漁業協同組合鮮魚介類共同販売所 小規模 １～１０を

統 合
民 水産物

新 居 浜 市
６．多喜浜漁業協同組合魚市場 小規模
７．新居浜市垣生漁業協同組合地方卸売市場 民
８．新居浜漁業協同組合地方卸売市場 民

西 条 市
９．西条漁業協同組合地方卸売市場 民
１０．河原津漁業協同組合鮮魚介類共同販売所（産） 小規模
１１．西条魚市場株式会社地方卸売市場 民 存 置 民 水産物

西 条 市 西 条 市 １２．株式会社秋山魚市場 小規模 存 置 小規模 水産物
１３．株式会社小糸魚市場 小規模 存 置 小規模 水産物
１４．今治漁業協同組合鮮魚介類共同販売所 小規模

１４～１６を
統 合

今 治 市 今 治 市 １５．桜井漁業協同組合魚市場 小規模 公又は民 水産物
１６．小部漁業協同組合鮮魚介類共同販売所（産） 小規模

松 山 市 松 山 市
１７．松山市中央卸売市場水産市場 中 １７～１８を

統 合
中 水産物

１８．株式会社久万ノ台魚市場 小規模
松 山 市 １９．北条市漁業協同組合鮮魚介類共同販売所（産） 小規模

２０．伊予市地方卸売市場 民
１９～２３を
統 合

伊 予 市 伊 予 市 ２１．上灘漁業協同組合鮮魚介類共同販売所（産） 小規模 民 水産物
２２．下灘漁業協同組合地方卸売市場（産） 民

大 洲 市 ２３．長浜町水産物地方卸売市場（産） 民

八 幡 浜 市
八 幡 浜 市 ２４．八幡浜市水産物地方卸売市場（産） 公 ２４～２５を

統 合
公 水産物

西 予 市 ２５．八幡浜漁業協同組合三瓶地方卸売市場（産） 民

宇 和 島 市 宇 和 島 市
２６．愛媛県漁業協同組合連合会宇和島地方卸売市場 民 ２６～２７を

統 合
民 水産物

２７．株式会社宇和島魚市場地方卸売市場 民
２８．愛南漁業協同組合南内海支所（産） 小規模
２９．愛南漁業協同組合本所深浦地方卸売市場（産） 民

２８～３２を
統 合

愛 南 町 愛 南 町 ３０．愛南漁業協同組合東海支所（産） 小規模 民 水産物
３１．愛南漁業協同組合西海支所（産） 小規模
３２．久良漁業協同組合地方卸売市場（産） 民

愛
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ウ 食 肉

流通圏 配置位置
当 該 流 通 圏 既 存 市 場 整 備 方 針 卸売市場

整備地区
の 指 定

備 考
市町名 市 場 名 区 分

卸売市場の
整 備 計 画

区 分 取扱品目
整備予定年度

前期 後期 目標以降

県下全域 松 山 市 松 山 市 １．愛媛食肉地方卸売市場 民 存 置 民 食 肉

注１ 当該流通圏既存地方卸売市場名の欄中「（産）」と付記されている市場は、産地卸売市場であることを示す。
２ 整備方針の区分の欄中「中」とは中央卸売市場を、「公」とは公設地方卸売市場を、「民」とは民設地方卸売市場を、「小規模」とは地方卸売市場の規模に満たない卸売市場を、「中核
」とは中核的地方卸売市場を、「地域拠点」とは地域拠点市場をいう。
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�愛媛県告示第３２号
河川法（昭和３９年法律第１６７号）第５条第１項の規定によ

り、次のとおり二級河川を指定する。

平成１８年１月１０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第３３号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、西条地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１８年１月１０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第３４号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、西条地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１８年１月１０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第３５号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第１項に規定する開発行為に関する工事が次のとおり完了した。

平成１８年１月１０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

水系名 河川名
区 間

上 流 端 下 流 端

三崎大川 鳥 越 川

左岸 西宇和郡伊方町三崎８２５
番１地先

右岸 西宇和郡伊方町三崎７９５
番１地先

三崎大川合流点

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 壬生川新居浜野田線 西条市古川字寅巳甲２５９番８
旧 ９．０～１２．０ ０．００５

新 １２．０ ０．００５

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 壬生川新居浜野田線 西条市古川字寅巳甲２５９番８ 平成１８年１月１０日

検 査 済 証 の 番 号
及 び 交 付 年 月 日

工 事 を 完 了 し た 開 発 区 域 又 は
工 区 に 含 ま れ る 地 域 の 名 称

開 発 許 可 を 受 け た
者 の 住 所 及 び 氏 名

１７四土（開）第１９号

平成１７年１２月１６日

四国中央市豊岡町長田字新開６２４番２、６３０番１及び６３０番２、同町
長田字丸田６３１番１、６３１番３及び６３１番４並びに同町長田字遠具６３２
番１、６３２番３、６３３番３、６３４番３、６３４番４、６４６番１、６４６番２、
６４７番１、６４７番２、６４９番、６５０番、６５０番２、６５０番３、６５１番、６５２
番１、６５２番２、６５２番３、６５２番４、６６２番１、６６２番２、７２０番、７２
１番１、７２１番２、７２２番１、７２３番、７２４番、７２６番、７２７番、７２８番１
、７２８番２、７２８番３、７２９番１、７２９番２、７２９番３、７３０番１、７３０
番２、７３０番３、７３０番４、７３０番５、７３１番、７３２番１、７３２番２、７３
２番３、７３４番１、７３４番２、７３５番１、７３５番２、７３５番３、７３５番４
、７３５番５、７３６番、７３７番１、７３７番２、７３８番１、７３８番２、７３９番
１、７３９番３、７３９番４、７３９番５、７３９番６、７３９番７、７３９番８、７３
９番９、７３９番１０、７４０番１、７４０番２、７４０番４、７４０番５、７４０番６
、７４０番７、７４０番８、７４０番９、７４０番１０、７４６番１、７４６番２、７４６
番３、７４７番１及び７４７番３

四国中央市村松町１９０番地
福助工業株式会社
代表取締役 井 上 治 郎

１７西建管第１２４９号

平成１７年１２月１９日
西条市福武字池田甲４５６番２

西条市福武甲１６１８番地
戸 田 和 俊

１７西建管第１２５５号

平成１７年１２月１９日

西条市新田字市塚新田１７２番１、１７２番２、１７３番１、１７３番２、１７４
番１、１７４番２、１７５番１、１７５番２、１７６番、１７７番、１７８番、１７９番
５、１７２番２地先水路、１７３番１地先水路、１７４番２地先水路及び１７５
番１地先水路並びに同市朔日市字寄合２７８番１、２７９番、２８０番１、
２８１番３、２８１番７、２７８番１地先農道、２７９番地先水路、２７９番地先
農道、２８０番１地先水路及び２８１番３地先農道

四国中央市中曽根町３４６番地の３
有限会社西部観光
代表取締役 朴 賢 次

１７西建管第１２５６号

平成１７年１２月１９日
西条市福武字森木甲１２３１番１

西条市中野甲６５８番地８
丹建設工業株式会社
代表取締役 丹 利 重

愛 媛 県 報平成１８年１月１０日 第１７２４号

１２
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公 告

�公 告

文化交流施設用地（愛媛県南町駐車場）の借受人の募

集について

文化交流施設用地（愛媛県南町駐車場）の借受人を次のと

おり募集する。

平成１８年１月１０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 文化交流施設用地（愛媛県南町駐車場）の概要

� 名称 愛媛県南町駐車場（以下「駐車場」という。）

� 所在地 愛媛県松山市南町二丁目６１２番１外

� 面積 ９，４５０．７１�
� 構造 広場式・自走式

２ 契約期間

平成１８年４月１日から平成２１年３月３１日までの３年間

３ 主な貸付条件

� 広場式かつ自走式の駐車場として管理及び運営を行う

こと。

� 借受人が、愛媛県に対して支払う駐車場の貸付料の額

は、借受人に決定した者が応募に当たって提案した額と

すること。
ぎめ

� 駐車場の時間貸及び月極の区分、利用時間並びに利用

料金の額は、借受人が定めること。
ぎめ

� 平成１８年３月３１日現在の月極駐車場の利用者が継続利

用を希望する場合には、同年４月１日以降についても継

続して利用させなければならない。この場合において、

利用料金の額は、�にかかわらず、最低１年間現行の月
額料金を維持すること。

４ 応募資格

駐車場の管理及び運営に関する業務の実績を有する法人

その他の団体（以下「法人等」という。）で、次のいずれ

にも該当しないこと。

� 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の

４の規定により愛媛県における一般競争入札の参加資格

を有しない者

� 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）、民事再生法（

平成１１年法律第２２５号）等の規定に基づき更生又は再生

手続をしている者

� 都道府県税、法人税、消費税又は地方消費税を滞納し

ている者

� 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する

法律（平成３年法律第７７号）第２条第２号に規定する暴

力団をいう。以下同じ。）

� 暴力団又はその構成員（暴力団の構成団体の構成員を

含む。以下同じ。）若しくは暴力団の構成員でなくなっ

た日から５年を経過しない者（以下「暴力団の構成員等

」という。）の統制の下にある団体

� 役員（法人でない団体で代表者又は管理人の定めがあ

るものの代表者又は管理人を含む。）のうちに、次のい

ずれかに該当する者がいる団体

ア 成年被後見人又は被保佐人

�愛媛県告示第３６号
次のとおり愛媛県証紙売りさばき人指定願の記載事項の変更が許可されたので、愛媛県証紙条例施行規則（昭和３９年愛媛県

規則第４２号）第５条第６項の規定により告示する。

平成１８年１月１０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第３７号
次のとおり落札者を決定した。

平成１８年１月１０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１７松局建（開）第６３号

平成１７年１２月２６日

東温市田窪字外分２０３７番１、２０３７番７、２０３７番９、２０３７番１０及び２０
３７番１２

大阪府寝屋川市葛原新町２番１号
坂 本 憲 一 郎

指定

番号

売 り さ ば き 人 変 更 事 項 変更許可

年 月 日住 所 氏 名 又 は 名 称 新 旧

伊第
１３号

松山市南堀端町１番地 株式会社伊予銀行 売りさばき所
伊予郡松前町大字筒井字南内開３４
８番１
伊予銀行松前支店

売りさばき所
伊予郡松前町大字筒井字義農１３２１
番地１３
伊予銀行松前支店

平成１１年
８月２日

落札に係る物品等の名称及び
数量

契約に関する事務
を担当する機関の
名称及び所在地

落札者を決定した日 落札者の氏名及び住所 落札金額 契約の相手方を
決定した手続 入 札 公 告 日

愛媛県警察行政手続等オンラ
イン化システム一式の借上げ

愛媛県警察本部警
務部会計課
愛媛県松山市南堀
端町２番地２

平成１７年１２月１４日
株式会社愛媛電算
愛媛県松山市大手町一
丁目１１番地７

１，３８６，０００円 一般競争入札 平成１７年１１月４日

愛 媛 県 報平成１８年１月１０日 第１７２４号
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イ 破産者で復権を得ないもの

ウ 禁固以上の刑に処せられ、その刑の執行を終わり、

又はその刑の執行を受けることがなくなった日から５

年を経過しない者

エ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（

第３１条第７項を除く。）の規定に違反し、又は刑法（

明治４０年法律第４５号）第２０４条、第２０６条、第２０８条

、第２０８条の３、第２２２条若しくは第２４７条の罪若し

くは暴力行為等処罰ニ関スル法律（大正１５年法律第６０

号）の罪を犯し、罰金の刑に処せられ、その刑の執行

を終わり、又はその刑の執行を受けることがなくなっ

た日から５年を経過しない者

オ 暴力団の構成員等

５ 借受人の選定方法等

� 主な選定基準

ア 駐車場を効率的に運営し、県の収入の増加が図られ

るものであること。

イ 駐車場の管理を適正かつ確実に行うことができると

認められるものであること。

� 選定方法

選定審査会において、選定基準に基づいて総合的に評

価して選定する。

６ 応募手続

� 提出書類

ア 文化交流施設用地（愛媛県南町駐車場）借受人応募

申請書

イ 文化交流施設用地（愛媛県南町駐車場）利用管理計

画書

ウ 欠格条項に該当しない旨を記載した誓約書

エ 法人等の概要を記載した書類

オ 法人等であることを証する書類（法人にあっては、

法人登記事項証明書）

カ 申請書を提出する日の属する事業年度の前年度にお

ける法人等の貸借対照表、損益計算書、利益処分計算

書、営業報告書、財産目録その他経営の状況を明らか

にする書類

キ 申請書を提出する日の属する事業年度における法人

等に関する事業計画書及び収支予算書

ク 駐車場の管理及び運営に関する業務の実績を記載し

た書類（直近３事業年度分）

� 応募書類の提出先

愛媛県企画情報部管理局企画調整課振興係

〒７９０―８５７０

愛媛県松山市一番町四丁目４番地２

電話番号（０８９）９１２―２２３５（直通）

� 応募期間

平成１８年１月１０日（火）から同月２４日（火）までの執

務時間中（午前８時３０分から午後５時１５分まで）とする

。ただし、郵送により提出する場合は、書留郵便又は民

間事業者による信書の送達に関する法律（平成１４年法律

第９９号）第２条第６項に規定する一般信書便事業者若し

くは同条第９項に規定する特定信書便事業者の提供する

同条第２項に規定する信書便の役務のうち書留郵便に準

ずるものにより、同日午後５時１５分までに必着のこと。

� 募集要項の配布方法、配布期間及び配布場所

ア 窓口配布

� 配布期間

平成１８年１月１０日（火）から同月２０日（金）まで

の執務時間中（午前８時３０分から午後５時１５分まで

）

� 配布場所

上記�に掲げる場所
イ 郵送配布

アの�の配布期間内に電話等で請求すること。
ウ インターネットによる配布

アの�の配布期間内において、県のホームページ（
URL http：//www.pref.ehime.jp）からダウンロードで
きる。

７ その他

� 契約書作成の要否

要

� その他

詳細は、募集要項による。

�公 告

特定非営利活動促進法（平成１０年法律第７号）第１０条第１項の規定に基づき、特定非営利活動法人の設立の認証の申請があ

ったので、同条第２項の規定に基づき、次のとおり公告する。

平成１８年１月１０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

申請年月日 特定非営利活動法人の名称 代表者の氏名 主たる事務所の所在地 定款に記載された目的

平成１７年１２月１９日
特定非営利活動法人
エコマテリアル環境資源ネッ
トワーク

森 � 準 一 愛媛県四国中央市土居町上野甲
１５２５番地

この法人は、持続的に発展可能な地域社会
の構築を支援するために、地域の環境保全
及び地域の災害予防、福祉の増進、国際協
力活動等に係る事業の推進、並びに間伐材
、竹材、廃棄物等バイオマス資源の利活用
による地球温暖化対策事業の推進等を通し
て雇用の場の創出を支援することにより、
地域社会への貢献を目的とする。

愛 媛 県 報平成１８年１月１０日 第１７２４号

１４
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教育委員会規則

公安委員会規則

�愛媛県教育委員会規則第１号
教育長の期末手当に関する規則の一部を改正する規則を次

のように定める。

平成１８年１月１０日

愛媛県教育委員会

委員長 井 関 和 彦

教育長の期末手当に関する規則の一部を改正する規則

教育長の期末手当に関する規則（平成１２年愛媛県教育委員

会規則第９号）の一部を次のように改正する。

第２条第１項中「４級」を「３級」に改める。

附 則

この規則は、平成１８年４月１日から施行する。

�愛媛県公安委員会規則第１号
警備業法施行細則の一部を改正する規則を次のように定め

る。

平成１８年１月１０日

愛媛県公安委員会委員長 � 村 典 子

警備業法施行細則の一部を改正する規則

警備業法施行細則（平成１５年愛媛県公安委員会規則第６号

）の一部を次のように改正する。

第４条中「第４条の５」を「第８条」に改める。

第５条中「第６条の２第３項」を「第１２条第３項」に改め

る。

第６条第１項中「第１０条第１項」を「第１７条第１項」に改

め、同条第３項第１号中「警備業法」を「法」に改め、同項

第２号中「第１条第１項」を「第１条第２号」に、「常駐警

備業務」を「施設警備業務」に改め、同号エ中「空港」を「

航空」に改め、同項第３号中「第１条第１項に規定する核燃

料物質等運搬警備業務及び」を「第１条第５号に規定する核

燃料物質等危険物運搬警備業務及び同条第６号に規定する」

に改め、同条第４項第２号中「第１条第１項」を「第１条第

２号」に、「常駐警備業務」を「施設警備業務」に改める。

第７条第１項中「第６条第３項第２号」を「第９条第３項

第２号」に、「警備員所属証明書」を「営業所所属証明書」

に改め、同条第２項中「第５条第３号イ」を「第８条第１号

」に、「第６条第３項第４号」を「第９条第４項第１号」に

改める。

第８条を削る。

第９条第１項中「第１条第２号」を「第２条第２号」に、

「第８条」を「第１３条」に改め、同条第２項中「第１条第３

号」を「第２条第３号」に、「第８条」を「第１３条」に改め

、同項第１号中「第１条の２各号」を「第３条各号」に改め

、同条第３項中「第４条」を「第７条第３号」に改め、同条

を第８条とする。

第１０条第１項中「第２条第２項」を「第４条第２項」に改

め、同項第１号中「第１条の２第１号」を「第３条第１号」

に改め、同項第２号中「第１条の２第２号」を「第３条第２

号」に、「合格証」を「合格証明書」に改め、同項第３号中

「第１条の２第３号」を「第３条第３号」に、「合格証」を

「合格証明書」に改め、同条第２項中「様式第８号」を「様

式第７号」に改め、同条を第９条とする。

第１１条中「第１１条の３第３項」を「第２２条第４項」に、「

様式第９号」を「様式第８号」に改め、同条を第１０条とする

�公 告

特定非営利活動促進法（平成１０年法律第７号）第１０条第１項の規定に基づき、特定非営利活動法人の設立の認証の申請があ

ったので、同条第２項の規定に基づき、次のとおり公告する。

平成１８年１月１０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�公 告

特定非営利活動促進法（平成１０年法律第７号）第１０条第１項の規定に基づき、特定非営利活動法人の設立の認証の申請があ

ったので、同条第２項の規定に基づき、次のとおり公告する。

平成１８年１月１０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

申請年月日 特定非営利活動法人の名称 代表者の氏名 主たる事務所の所在地 定款に記載された目的

平成１７年１２月２１日 特定非営利活動法人
ケアサポート優 � 橋 義 幸 愛媛県松山市森松町６４５番地２ この法人は、障害をもつ人や誰でもが、地

域で共に暮らし、日常生活を当たり前に送
ることができるように支援し、豊かな地域
社会づくりに参画することを以て、福祉の
増進に寄与することを目的とする。

申請年月日 特定非営利活動法人の名称 代表者の氏名 主たる事務所の所在地 定款に記載された目的

平成１７年１２月２０日 特定非営利活動法人
たちばな 猪 野 信 代 愛媛県南宇和郡愛南町御荘平城

３７０４番地１
この法人は、県内の精神障害者の自立及び
社会参加に関する事業並びに地域住民への
啓発活動を行い、ノーマライゼーション社
会の構築を図ることによって社会福祉の進
展に寄与することを目的とする。

愛 媛 県 報平成１８年１月１０日 第１７２４号

１５



。

第１０条の次に次の１条を加える。

（合格証明書の不交付の通知）

第１１条 法第２３条第５項の規定において準用する法第２２条第

４項の規定により合格証明書の交付を行わないときは、合

格証明書不交付通知書（様式第９号）により通知するもの

とする。

第１２条中「第３２条第１項」を「第４４条第１項」に改め、「

規定する返納命令書」の下に「（合格証明書に係るものを除

く。）」を加える。

第１６条を削り、第１５条を第１６条とし、第１４条を第１５条とす

る。

第１３条中「第１１条」を「第１０条」に、「前条」を「第１２条

」に改め、同条を第１４条とする。

第１２条の次に次の１条を加える。

（合格証明書返納命令書の様式）

第１３条 施行規則第４４条第１項に規定する返納命令書（合格

証明書に係るものに限る。）の様式は、合格証明書返納命

令書（様式第１１号）のとおりとする。

第１７条中「第１４条」を「第４８条」に改める。

第１８条第１項中「第１５条第１項」を「第４９条第１項」に改

め、同条第２項中「第１５条第２項」を「第４９条第２項」に改

める。

第２０条第１項中「第１６条の２」を「第５１条」に改める。

別表中「第１４条」を「第１５条」に改める。

様式第１号中「第４条の２第３項」を「第５条第３項」に

改める。

様式第２号中「第４条の４第３項」を「第７条第３項」に

改める。

様式第３号中「第４条の５」を「第８条」に改める。

様式第４号中「第６条の２第３項」を「第１２条第３項」に

改める。

様式第５号中「警備員所属証明書」を「営業所所属証明書

」に改める。

様式第６号中「第１０条」を「第９条」に改める。

様式第７号を次のように改める。

愛 媛 県 報平成１８年１月１０日 第１７２４号
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様式第７号（第９条関係） 誓約書

誓 約 書

私は、次の理由で「警備業務従事証明書」の発行を受けられませんでした

が、別添の履歴書記載のとおり、

□ 最近５年間に当該警備業務の区分に係る警備業務に従事していた期間が

通算して３年以上である者

□ ２級の検定（当該警備業務の区分に係るものに限る。）に係る合格証明

書の交付を受けた後、継続して１年以上当該警備業務の区分に係る警備業

務に従事している者

であり、警備員指導教育責任者及び機械警備業務管理者に係る講習等に関す

る規則第３条に規定する受講要件を充足していることを誓約します。

理由 □ 所属していた警備業者（ ）が、

既に廃業している。

□ 次の事情による。

愛媛県公安委員会 殿

年 月 日

住 所

氏 名 �

生年月日

注１ □は、該当する場合に、レ印を付けること。

２ ２級の検定に係る合格証明書の交付を受けている者については、当該合

格証明書の写しを提出すること。

３ 誓約書は、氏名を記載し及び押印することに代えて、署名することがで

きる。

４ 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とする。

愛 媛 県 報平成１８年１月１０日 第１７２４号
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様式第８号を削る。

様式第９号中「様式第９号（第１１条、第１３条関係）」を「

様式第８号（第１０条、第１４条関係）」に改め、同様式を様式

第８号とする。

様式第８号の次に次の１様式を加える。

愛 媛 県 報平成１８年１月１０日 第１７２４号
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様式第９号（第１１条関係） 合格証明書不交付通知書

公委 第 号

年 月 日

合 格 証 明 書 不 交 付 通 知 書

殿

愛媛県公安委員会 �

年 月 日付けで申請のあった合格証明書については、

交付しないので通知する。

住 所

氏 名

生年月日

交付しない理由

愛 媛 県 報平成１８年１月１０日 第１７２４号
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様式第１０号中「第１３条」を「第１４条」に、「第１１条の３第

６項」を「第２２条第７項」に、「第１１条の６第３項」を「第

４２条第３項の規定」に改める。

様式第１１号を次のように改める。

愛 媛 県 報平成１８年１月１０日 第１７２４号

２０



様式第１１号（第１３条関係） 合格証明書返納命令書

公委 第 号

年 月 日

合 格 証 明 書 返 納 命 令 書

殿

愛媛県公安委員会 �

警備業法第２３条第５項の規定において準用する同法第２２条第７項の規定

により、 公安委員会第 号 年 月 日交付の

合格証明書（警備業務の種別及び検定の区分 級）

の返納を命ずる。

住 所

氏 名

生年月日

返納を命ずる理由

愛 媛 県 報平成１８年１月１０日 第１７２４号

２１



公安委員会訓令

公営企業管理規程

様式第１２号中「第１４条」を「第４８条」に改める。

様式第１３号中「第１５条第１項」を「第４９条第１項」に改め

る。

様式第１４号中「第１５条第２項」を「第４９条第２項」に改め

る。

附 則

この規則は、公布の日から施行する。

�愛媛県公安委員会訓令第１号
愛媛県公安委員会事務専決規程の一部を改正する訓令を次

のように定める。

平成１８年１月１０日

愛媛県公安委員会委員長 � 村 典 子

愛媛県公安委員会事務専決規程の一部を改正する訓令

愛媛県公安委員会事務専決規程（昭和３７年愛媛県公安委員

会訓令第１号）の一部を次のように改正する。

別表１警備業法施行規則（昭和５８年総理府令第１号）の項

専決事項の欄第２号中「第４２条第２項」を「第６３条第２項」

に改め、同表警備業法施行細則（平成１５年愛媛県公安委員会

規則第６号）の項同欄第１号中「第１４条」を「第１５条」に改

める。

別表２の１の�の表警備業法の項専決事項の欄中第１０号を
第１２号とし、第９号を第１１号とし、第８号を第１０号とし、第

７号の次に次の２号を加える。

８ 第２３条第５項の規定において準用する第２２条第４項の

規定による合格証明書の不交付

９ 第２３条第５項の規定において準用する第２２条第７項の

規定による合格証明書の返納命令

別表２の１の�の表警備業法施行規則の項専決事項の欄中
「第２７条第２項」を「第３９条第３項」に、「承諾」を「承認

」に改め、同表警備員指導教育責任者及び機械警備業務管理

者に係る講習等に関する規則（昭和５８年国家公安委員会規則

第２号）の項同欄第１号中「第１条」を「第２条（第１３条に

おいて準用する場合を含む。）」に改め、同項同欄第２号を

次のように改める。

２ 第３条第４号の規定による知識及び能力を有する者で

あることの認定

３ 第１０条の規定による現任指導教育責任者講習の通知

別表２の１の�の表警備員等の検定に関する規則（昭和６１
年国家公安委員会規則第５号）の項を次のように改める。

警備員等の検

定等に関する

規則（平成１７

年国家公安委

員会規則第２０

号）

１ 第６条第３項の規定による警察職

員の指定

２ 第７条の規定による検定に係る学

科試験及び実技試験の期日等の公示

３ 第８条第２号の規定による知識及

び能力を有する者であることの認定

別表２の２の�の表警備業法の項専決事項の欄中第４号及
び第５号を削り、第６号を第４号とし、第７号を第５号とし

、第８号を第６号とし、同表警備業法の一部を改正する法律

の項同欄中第１号を第２号とし、第１号として次の１号を加

える。

１ 附則第４条の規定による届出書の受理

別表２の２の�の表警備業法施行規則の項専決事項の欄第
１号中「第３０条第１項」を「第４２条第１項」に改め、同項同

欄第２号中「第４２条」を「第６３条」に改め、同表警備員指導

教育責任者及び機械警備業務管理者に係る講習等に関する規

則（昭和５８年国家公安委員会規則第２号）の項及び警備員等

の検定に関する規則の項を次のように改める。

警備員指導教

育責任者及び

機械警備業務

管理者に係る

講習等に関す

る規則

１ 第４条第１項（第１３条において準

用する場合を含む。）の規定による

指導教育責任者講習の受講申込書の

受理

２ 第７条第１項の規定による指導教

育責任者講習修了証明書の交付

３ 第１２条第１項の規定による機械警

備業務管理者講習修了証明書の交付

警備員等の検

定等に関する

規則

１ 第９条第１項の規定による検定申

請書の受理

２ 第１０条の規定による受検票の交付

３ 第１１条の規定による成績証明書の

交付

別表３警備業法の項専決事項の欄第１１号中「第２２条第５項

（」の下に「第２３条第５項及び」を加え、同項同欄第１２号中

「第２２条第６項（」の下に「第２３条第５項及び」を加え、同

表警備業法施行規則の項同欄を次のように改める。

１ 第４４条第２項の規定による指導教育責任者資格者

証、合格証明書又は機械警備業務管理者資格者証の

返納の受理

別表３警備員指導教育責任者及び機械警備業務管理者に係

る講習等に関する規則の項専決事項の欄第１号中「第４条第

２項」を「第７条第２項（第１２条第２項において準用する場

合を含む。）」に改め、同項同欄第２号を削り、同表警備員

等の検定に関する規則の項を次のように改める。

警備員等の検

定等に関する

規則

１ 第１２条第１項の規定による成績証

明書の書換え

２ 第１２条第２項の規定による成績証

明書の再交付

附 則

この訓令は、公布の日から施行する。

�愛媛県公営企業管理規程第１号
中山川逆調整池ダム操作規程の一部を改正する管理規程を

次のように定める。

平成１８年１月１０日

愛媛県公営企業管理者 和 氣 政 次

中山川逆調整池ダム操作規程の一部を改正する管理規

程

中山川逆調整池ダム操作規程（昭和４６年愛媛県公営企業管

愛 媛 県 報平成１８年１月１０日 第１７２４号
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理規程第１３号）の一部を次のように改正する。

第３条第１号ク中「計画洪水流量」を「設計洪水流量」に

改め、同条第３号の表取水口の項を次のように改める。

取水口

高さ１．３５メートル 幅１．２０メートル

ゲート敷高 標高１９９．００メートル

型式 調整ゲート「ローラーゲート」

取水ゲート「ローラーゲート」

非常用ゲート「ローラーゲート」

第３条第４号エ中「計画洪水位」を「設計洪水位」に、「

計画洪水量」を「設計洪水流量毎秒」に改める。

第２１条第２号中「行なう」を「行う」に、「資料」を「資

材」に改める。

別表第４中「別表第４」を「別表第４（第１８条関係）」に

改め、同表観測又は測定をすべき事項の欄中「表面附近」を

「表面付近」に、「結氷」を「氷結」に、「湧水量」を「漏
たい

水量」に、「末端附近の推砂」を「末端付近の堆砂」に改め

、同表観測又は測定の回数の欄中「少くとも」を「少なくと

も」に改める。

附 則

この管理規程は、平成１８年１月１４日から施行する。

愛 媛 県 報平成１８年１月１０日 第１７２４号
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古紙配合率100％再生紙を使用しています 

平成１８年１月１０日 印刷
平成１８年１月１０日 発行
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